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平成 28 年１月 22 日 

各     位 
 

会 社 名 株式会社ワキタ 

代表者名 代表取締役社長    脇田 貞二 

 （コード番号 8125 東証第一部） 

問合せ先 取締役常務執行役員 小田 俊夫 

 （TEL．06-6449-1901） 

 

非連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の非連結子会社である平川機工株式会社（以下、「平川

機工」という）を吸収合併（以下、「本合併」という）することを決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

なお、本合併は、100％出資の子会社を対象とする簡易合併・略式合併であるため、開示事項・内容

を一部省略して開示しております。 

 

記 

 

１．吸収合併の目的  

平川機工は当社 100％出資の子会社であり、大阪府大東市にて土木・建設機械器具の販売及びレン

タルを行っておりますが、この度、当社グループにおける建機事業の合理化及び効率化を目的とし

て、本合併を行うことといたしました。 
 

２．合併の要旨 

(1) 合併の日程 
 

合併契約承認の取締役会決議日 平成 28 年１月 22 日 

合併契約締結日 平成 28 年１月 22 日 

合併期日（効力発生日） 平成 28 年３月 １日（予定） 
 

   （注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併であり、平川機工におい 

ては会社法第 784 条第１項に定める略式合併であるため、いずれも合併契約に関する株主総 

会の承認を得ることなく行うものであります。 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社、平川機工を消滅会社とする吸収合併方式といたします。なお、本合併により 

平川機工は解散いたします。 

(3) 合併に係る割当ての内容 

当社 100％出資の非連結子会社との合併であるため、本合併に伴う新株式の発行、資本金の増

加及び合併交付金の支払いはありません。 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 
 

 存 続 会 社 

（平成 27 年２月 28 日現在） 

消 滅 会 社 

（平成 27年 10 月 31 日現在） 

(1) 商 号 株式会社ワキタ 平川機工株式会社 

(2) 本 店 所 在 地 大阪市西区江戸堀一丁目３番 20 号 大阪府大東市三箇六丁目 18 番 25 号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 脇田貞二 代表取締役社長 椙本哲郎 

(4) 事 業 内 容 土木・建設機械等の販売及びレンタル、 土木・建設機械機具の販売及びレンタル

 商業設備・音響機器・遊戯機械・建設  

 資材等の販売、不動産の賃貸及び分譲  

(5) 資 本 金 13,821 百万円 10 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和 24 年５月４日 昭和 44 年 11 月 17 日 

(7) 発行済株式数 52,021,297 株 200 株 

(8) 決 算 期 ２月末日 10 月 31 日 

(9) 大株主及び持株比率 有限会社脇田興産          9.05％ 株式会社ワキタ 100.00％ 

日本生命保険相互会社      3.96％  

株式会社三菱東京 UFJ 銀行  3.82％  

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)   

RE 15PCT TREATY ACCOUNT    3.70％  

オリックス株式会社        3.70％  

(10) 直前事業年度の財政状況及び経営成績 

決 算 期 平成 27 年２月期（連結） 平成 27 年 10 月期（個別） 

純 資 産 82,342 百万円 51 百万円 

総 資 産 113,836 百万円 171 百万円 

１株当たり純資産 1,583 円 34 銭 258,466 円 43 銭 

売 上 高 57,634 百万円 388 百万円 

営 業 利 益 8,638 百万円 26 百万円 

経 常 利 益 8,844 百万円 26 百万円 

当 期 純 利 益 5,394 百万円 17 百万円 

１株当たり当期純利益 1,583 円 34 銭 87,537 円 63 銭 
 

４．合併後の状況 

  本合併後、存続会社である当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び 

決算期に変更はありません。 
 

５．今後の見通し 

  本合併による当社の平成 28 年２月期における連結業績への影響はありません。 

 

(注) 上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 

実際の業績は、今後様々な要因によって、予想数値と異なる場合があります。 

以  上 


